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論集第18号（1997年）

ロシアにおける社会政策

　　　　　一現状と展望一

水 田 明 男

　　　　　　Social　Policy　ln　Russla

－ The　Actual　State　and　Prospects一

MZUTA，　Akio

　This　article　dea｝s　withむhe　actua玉staもe　of　social　policy　i漁Russia．

　　Firstly，　the　situation　of“漁ew　poverty”is　emerging　i鴛Russia　at　prese簸む．　The　liv短9

sta鍛dard　has　decreased　among　poverもy－stricken　grOups．　In　addition，むhere　is　a　growi貧g

inco組e　dispariもy．　The　main　もask　of　social　po至icy　in　R翔ssia　is　changi叢9．　The　tas茎｛　thaむ　呈s

being　focused　o鍛　has　shifted　frOm　protecもion　against　high　類flatio聡　むo　coping　with

u血empl◎yme盒t　and　incorae　disparity．

　　Second｝y，もhis　paper　exami盒es“the　pensio鍛problem”andもhe　work　towards　relieving

poverもy（＝socia王proもection）by　the　govemme鍛む．　The　arrear　in　payments　of　pensions　is

caused　byもhe　shorもage　i盆the　budget　i鍛this　area、　The　work　towards　relieving　pover£y　is難ot

sufficieRt．

　　Thirdly，もhe　prob至em　of“off－budgeむfu鷺ds”is　dea圭t　with．　These　f蘇nds　consist　ofもhe

pension　f魏nd，　social　insurance　fund，茎nedicah鍛sura簸ce　f殺nd　and　emp茎oyment　fund．　At

present，　the　governmenもis　proposi漁g　refor登10圭b　the　tax　system．

　　Fo魏rもhly，もhe　article　d孟scusses　the　玉eadi鷺g　acむol’s　in　the　reform　of　social　policy．　The

SOC圭al　StraむifiCaもiOn　g圭veS　birth　tO鍛ew　aCも（）rS　i鍛theSe　refOrmS．

　　Final圭y，　there　are　dema盤ds　in　Russia　for施e　reform　of　social　po圭icy　at　the　prese鷺も．　The

social　benefits”from　above”have　been　provided　under　the　presenむgovemme簸も．　The　new

reforms　sho認d　be　carried　ouもby　the　leading薮ew　actors　in　the　reform　movemenも“from

below”．The　prospects　ofむhe　ref轟orm　wi至l　be　d㏄ided　by　the　development　of　these　new　actors

who　criticize　the　social　policy　of　the　present　govemment．
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ロシアにおける社会政策一現状と展望一

1．はじめに

　周知のとおり、ソ連邦の崩壊以降のロシアにおいては、市場経済への移行が進みつっある。し

かし、その社会・経済システムがどのようなものになるかにっいては、必ずしも明らかではない。

アングロ・アメリカン型の資本主義への道を歩むのか、あるいはコーポラティズム・臼本型の資

本主義への道を歩むのかにっいての選択もあるが、臼下のところ、ロシア独肖の方向性が模索さ

れっっあるといってよい。

　その際問題となるのは、資本市場の特質と岡時に、労働甫場の特質である。労働市場の特質が

資本主義の型を論じる際に重要なポイントとなることは、日本資本主義の特質が日本的雇網慣行

（「日本型経営」）に焦点をあてて論じられてきたことを見れば、明らかであろう。

　筆者は、溺稿において、1996年時点でのロシアの労働市場の動向を調べ、ロシアにおける雇用

問題の特質を明らかにしたく1）。その結論は、ロシアの労働市場の需給にたいして、國家のコン

トロー一ルが機能せず、失業が増加傾向にあることであった。この状況は、現在においても、基本

的に変化していない。ロシアの社会政策の重要課題として、失業問題への紺応が今後大きな柱と

なることは、疑いない。インフレ対策から失業および所得格差の拡大に君する対応（ナショナル・

ミニマムの設定）へと、政策の重点が移りっっある。

　それと同時に、広義の社会政策の課題として、旧ソ連から引き継いだ多くの問題が残されてい

る。住宅問題、医療問題、教育問題、年金問題、環境問題、科学・文化政策に関する問題等、未

解決の社会政策の課題は、数多くある。それだけでなく、相二会政策の分野では、「急進的市場経

済化」がもたらした問題にも取り組まざるを得ないという二重の性格をもった状況がある。すな

わち、旧ソ連においては、「残余原則」のもとで、社会政策に向けられる資金が限られていたた

め、社会問題の解決を困難にしていた。それをエリツィン政権下のロシア政府が、急進的な市場

化政策をとったために、従来から引き継いだ問題に加えて、新たな「貧困化」を生み出してしまっ

た。このことが、社会政策を強化せざるを得ない背景となっている。

　本稿では、ロシアの資本主義の今後を考えるうえで重要となると思われる社会政策の現状と展

望にっいて論じる。まず議論の繭提として、社会政策の課題を整理することから、はじめてみた

い。そして次に、ロシアにおける社会敢策の問題状況を具体的に把握するために、「年金問題」

と貧園救済（祉会的保護）をとりあげ、その状況を明らかにする。また議論をする際の焦点とし

て、社会政策をおこなう上での財政保障、とくにヂ予算外祉会的フォンド」をめぐる状況を明ら

かにする。社会政策の現状と展望を語るうえでは、その財政保障がいかになされるかが最大の焦

点となるからである。また最後に、社会政策の改革を遂行するうえでの主体の成熟の問題を、社

会階麟化とのかかわりで考察したい。

2．新たな「貧困化」と社会政策の課題

旧ソ連において、1980年代後半から1990年代初頭の時期に、多くの社会問題が発生し、議論に
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論集第18弩（1997年）

なっていたことは、すでに明らかになっている。その原因は、簡単にまとめると次のようになろ

う。すなわち、ロシア（ソ連）社会が、一定程度の工業化を達成したが、その恩恵を生活の面で

の「豊かさ」にっなげることができなかった。重化学工業優先政策のもとで消費財の質は低下し、

「不足の経済」が生じていた。他方で、必要最小限の生活保障は達成されていたものの、全体的

な経済の停滞は、社会政策に対する財政的保障を圃難にしていた。国家のパターナリズムによっ

て保護されていた国昆は、失業や社会的不安定にたいする準備をもっていなかった（a）

　このような状況にたいして、ソ連崩壊後のロシア政府がどのように対癒してきたかと欝えば、

「社会主義」時代に存在していた社会保障原理の否定であった。エリツィン政権下で行われてき

た教育・医療・住宅その他の一連の公共部門の民営化は、国家が担うべき社会的サービスの提供

を、その経済的効率性の欠如を論拠に切り捨てたという点で、サッチャー政権下のイギリスやレー

ガン敷権下のアメリカ、さらに臼本で行われてきた「福鮭切り捨て」策と枳逓ずるものを持って

いる。そして、この「福祉切り捨て」策は、ロシアにおいては、「西側」資本主義社会以上のド

ラスチックな「貧困化」を生みだした。国民の約3分の1が、最低必要生活費以下の生活を余儀

なくされるという嶺二態が生れたのである（3）。これは、wシアの移行期における特徴であり、　lil

本の終戦護後の状況にも類似しているが、経済復興が達成されるか否か、という課題と平行して、

麟災の必要最小限の生活をどのように保障してゆくのかが、きびしく間われていると言ってよい。

まさに、ロシアにおける社会政策は、圏民の基本的人権の保障と深く関わっているのである。

　反面、「社会主義」時代の欄度が完全に崩壊したわけではなく、「社会的弱者」に対する種々

の手当や特典は残存している。このような過去の遺塵は、現在の「貧困化」に対する…定程度の

緩憩作用を果しているように見える。しかし、全体的な甫場経済化の流れのなかで、過去の遺産

が不合理なものとなっている現実も否定できない。「祉会主義」晴代の社会保障システムは、計

繭経済のもとで価格と賃金が固定されている状況において機能していたのであって、現在のUシ

アの状況に合わないものも多い。多くの手轟や特典は、国家財政を圧迫し、なおかつ、実際には

支払いが遅れている。政府は、これをさらにカットしようとする政策を打ち出しているが、それ

に反対する勢力も根強く残っている。実情に合わない古い制度にしがみっくことは、無理がある

と考えられる。また政府がとった「急進的市場経済化」が新たな「貧困化」を生み出したことも

事実である。従って、新しい社会政策の原理と舗度は、過表のシステムへの園帰ではありえない

し、同蒔に「ショック療法」型の社会・経済政策の是正の上にたって、形成されなければならな

いのである。つまり、このような文脈のなかで、市場経済への移行と平行して、新しい社会政策

のシステムを今後作っていかなければならないという状況に、ロシアは置かれていると言える。

　システム転換に伴う「社会的コスト」を最少化する努力が、政府の側に求められるが、経済改

革の否定的諸結果を最少化する政策は、とられなかった。さらに、失業の増撫に対する対応や再

雇用の際の教育・調練にもコストがかかる（4＞、，現在では、労働・枇会発展省が労働、薩用、社

会的保護の分Sf．の政策を統一して行っているが、そこであげられている基本的課題は、灰得政策、
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ロシアにおける批会敵策一現状と展望一

社会的基準のシステムの形成、年金生活者・老齢者・身体障審者・児童の社会的保護の改善、失

業に対する施策、労働の法的保障、社会的パートナーシップの発展である（5）。解決しなければ

ならない課題は、多岐にわたる。とくに、賃金や年金・社会的手当の乗払い問題が深灘であり、

その為の、財政的保障を行うメカニズムをどのように作ってゆくかが問われている。

　政府プロジェクトヂ1996－2000年・ロシア連邦社会改革プログラム」では、縫会的保障・社会

的特典・社会的手当の改革の必要が強調されている。具体的には、①労働支払ミニマムと追撫手

当（北部・地域係数）、②社会的手当（労働不能手嘱、奨学金、老齢・障害年金、休暇手当）、

③勤労している母親・未成年者・障害者の特典、児童手当、家計支持者のない者の年金、その他

の手嘉、④労働条件と労働保：金の保護（労働聴問、休暇期間、年次休暇、蕩害補償、労働災害）

⑤雇用保障（失業手当）、⑥健康・教育・文化の一一一rw・無料サービスのミニマムである（6）。ま

た新憲法のもとで、分配関係の保障、国家の権力構造の役劇、連邦・地方予算の関係、平等原翔

にもとつく社会的保護などがかかげられているものの、この理念を実際に現実のものとするため

には、以下に検討するように、財政保障のシステムがどのように改革されていくかにかかってい

ると言える。

　社会敢策の課題は多岐にわたる。ホ稿では、状況を具体的に把握するために、社会政策の分野

でもっとも重要な「年金問題」と貧困救済（社会的保護〉を特にとりあげて、次に考察すること

とする。

3．「年金問題」と貧困救済（社会的保護）の状況

　Wシアにおける社会政策の具体的問題点を把握するために、ここでは「年金問題」と貧困救済

（鮭会的保護）の状況を検討してみることにする。

　ロシアにおける「年金問題」は、複雑な経過をたどってきた。1991年までは、すべての年金フォ

ンドは、「租税」によってまかなわれていた。そして、いわゆる「残余原則」のもとで、年金に

対する支出のプライオリティは低かった。鰯家の歳出のプライオリティは、軍需産業を中心とす

る重化学工業部門にあり、…般酌に、祉会政策の分野にふりむけられる資金は少なかった。1991

年に、予算外フォンドとして、年金フォンドが劇出された（7）。

　以下にかかげる表iは、1993年から1996年までの年金額の推移を示したものである（8）。

表1　年金額の推移（ヱ993－1996）

年金（ルーブリ） 最　　低 平　　均 最　　高 必要生活費
1993．1．1 2，469 3β72 8，989 2，934

1994．1．1 30，890 娃5，271 71，281 30，231

1995．1．1 69，686 127，590 163，715 102，505

1996（試算） 123β78 247，835 319，009 230，700

〔出）ヲテ〕　　《3）KoHoMHKa　　K　　x〈H3HI）》　1996，　Nα9．

272



論集第18号（1997年）

　この表からわかるように、年金の最低額も、必要生活費を下回っている。また主要な問題のひ

とっに、企業や組織からの拠出金の乗払いがある。1992－1995年の特期に、未払いの累積額は、

19．5兆ルーブリに達した（9）。1995年の夏には、支払い危機が起こった。約4分の3の地域が、

時期どおりに全額の年金を支払えなかった。これに対しては、連邦予鱒：と商業銀行の僑絹が使わ

れた（10＞。年金フォンドの支払い期限のすぎた債務が、1992年で1兆2、000ルーブリ、1993年で

3．2兆ルーブリ、1994年で7．1兆ループリ、i995年で22．7兆ルーブリ、1996年で62兆ループリ、

1997年上半期で62兆ループリとなった〈ll）。1996年初頭には、保険拠出金の未払いが、約20兆ルー

プリになった（12＞。年金に対する拠出は、企業にとってはかなりの負担であるが、拠lli　fwtの未払

いは、圏家財政収入を減らし、年金の最低額が必要生活費を下回るという婁態が生じているので

ある。保険の拠出の未払いに対しては、債務返済期限の延長やそれに紺する罰金を課すなどの措

麗がとられたが、あまり効果はあがっていない。年金に対する支払いは、国家予算によって、埋

め合わせられている。今日では、そのような債務総額が、11兆ルーブリ以上に達している（13＞。

　さらに、行救的困難として、年金フォンドと社会的保護省の間の利害対立があり、官僚的セク

ショナリズムの存在が、「年金問題」の解決を困難にしている。

　全体として、「年金悶題」には乗鯉決の問題が残っているq4）。1日来の年金システムと新しい

システムの間には断絶が生じており、「社会的公翫」の問題としても検討の余地がある。年金を

拠紺する主体は、主に企業であるが、年金と㌶っても各種のものがあり、不必要な特典がもうけ

られているものもある。これは、ある意昧で、「社会主義」からの「負の遺産」であって、羅済

の改革の方向性からすれば、無駄な支繊も多い。　「社会的公正」の基準が、単純な「平等航義｝

から、働きに応じた分配へと移りっっある現在のorシアにおいて、旧来の制度の特権・特典にし

がみっくのは、無理がある。

　しかし、だからといって、「年金制度」を軽視し、社会的弱者を切り捨てる方向を続ければ現

政権の存立基盤がゆるがされる。従って、ド社会寵義」時代の「悪～｛z等主義」をあらため、能力

と働きに応じた分配を発展させると剛時に、弱者救済策をもビルトインした社会政策のシステム

を構築する必要がある。だが、いまのロシアの経済状況では、「爾側」の「発達した資本艶義睡U

で戦後発達したような社会保障舗度を確立するには、時間を必要とする。現在のVシアの「年金

問題」は、i臼来の欄度を維持しようとする勢力とそれを「改革」しようとする勢力の対立である

ように晃えるが、いずれの勢力も展望が持てる政策を打ち出せそうにはない。その理由は、どち

らが打ち1±tす政策も「kから」与えられる福祉であって、現在のロシアの「貧困化」を十分ふま

えた政策とはなっていないからである。

　また「貧困化」に紺応する形でおこなわれた貧困救済（社会的保護）も、年金と嗣様、インフ

レのもとでその効果は十分ではなかった。実質的に十分効果の無い社会酌保護のシステムは、国

家財政負担の増加要照となるから、批判の対象となってきた。自らの力で生活をまもるのが市場

経済であるということから、社会的サービスの提供の主体を国家から民間に移す動きが進行して
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いる。そして、その動きの背景にあるのは、「受益者負担」の原則である。しかし、市場経済化

の遅れによって、実質所得が上がらない現状のもとで、「受益者負担」に耐えるだけの経済力を

国罠は持っていない。

　したがって、政府の政策も矛鷹に満ちたものとなる。一一方で、市場経済化を急げば、新たな

「貧困層」が生み出され、彼らを救済するための措置をとらなければならないが、他方で、甫場

経済化が進まなければ、「受益者負鋤の原理にもとつく社会政策は、うまくいかなくなる。

　もっとも、実質的に十分機能していないとはいえ、年金生活表や貧困世帯に対する保障の責任

を国家が放棄するわけにはいかない。むしろ積極的に国家が、新しいシステムを作る改革に着手

しなければ、市場経済のもとでのリスクに国罠がうまく適応できず、旧システムへの回帰の世論

が生まれてくる。従って、年金や貧嗣救済の新しいシステムを、市場経済の発展と並行してどの

ように作ってゆくかが問われているのである。そうしなければ、市場経済化が足を引っ張られる

結果となるのである。

　問題は、社会政策を実行するための財政保障がどのようになされるかである。財政保障のシス

テムを形成する新しいメカニズムが形成されなければ、安定酌な社会致策の基礎は築けない。従っ

て、っぎの節では、この分野の財政保障の問題にっいて、ヂ予算外社会的フォンド」を中心に検

討してみることにする。

4．社会政策の財政保障

　　一「予算外社会的フォンド」をめぐる問題点一

　旧ソ連においては、社会的リスクに対する保険という考え方は、存在しなかった。社会的な領

域はすべて、国家財政でまかなわれ、国家以外の組織や私的な企業が保険事業を行うことはなかっ

た。市場経済への移行にともなって國家以外の保険事業が発達してきている。そのなかには、私

的な保険会社も生まれてきている。

　けれども、年金や医療・膿用などの分野では、非国家的な事業がおこなわれっっあるとはいえ、

基本的には、鰯家の財政によってまかなわれるべきものであり、確場経済の発達した国において

も、完全に甫場原理のみにゆだねられているわけではない。

　ロシアの場合、年金、社会保険、医療、雇用の4っの分野において、社会政策の財政保障とし

て、国家予算とは別枠で、「西側」の社会保険の舗度を参考にしながら、「予算外社会約フォン

ド」　（BHe610AM＜eTable　COIiHanbHble　OPOHAbl）が作られた（15＞。

　現在、この「予算外社会的フォンド」のありかたをめぐって、議論がなされている。旧ソ連に

おいては、この分野の財源は、驚家予算にビルトインされていた。現在のロシアでは、予算とは

別枠で、社会保険の原理にもとついて、このフォンドが運用されている。しかし、この舗度が未

発達なことから、実際は「社会主義」時代の国家の保護・特典システムが残存して、劇度の不備

を補完している。
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　「西側」諸国では、国家の保障・特典システムは、ロシアと比べて本質的に董酌に少ない。労

働力の再生産過程を保障するための調整は、基本的に賃金と社会保険のシステムで行われる。社

会保険の舗合は、GDPの20％－30％であり、社会的リスクから労働可能人口を守っている。ロ

シアにおいては、4つの予算外フォンド（年金フォンド・祉会保険フォンド。強制賑療保険フオ

ンド・雇用フォンド）の霧蛤は、GDPの7。2－8％である（16）。社会保険制度の米発達が、国家の

保護の必要性の増大を促しているのである。

　ロシアにおいては、強鋼社会保険の園家フォンドの財政システム、とくに年金フォンドは、予

算外システムであるとはいえ、国籔の財政システムの構成部分となっているのである（17）。従っ

て1現在の財政改革論議のなかで、社会致策の改革を実行するための財政保障が、どのように位

羅づけられているかが璽要な点となる。

　1995年のフォンドは、統計局の資料によれば、127兆ルーブリで、GDPの8％であった（18）。

その内訳は、以下の表2のとおりである（19）。

表2　1995年における予算外祉会的フォンドの歳入と歳禺

フ　t　ン　ド

年金

社会保険

医療保険

雇用

Illttt総

計（年金を除く）

歳　　入承認された

（10億　　予　算　に

ルーブリ〉たいする％

89，770

18，800

15，300

1

98．2

102．6

12．7

歳　　　H：i

（10億

ループリ）

88，709

17，458

14，240

5，753

126，160

37，451

承認された

予　算　に

たいする％

99．0

104．2

105．5

歳出を上國る歳入額

10億ルーブリ

1，061

1，342

1，060

1，229

4，692

3，631

％

L2

7．7

7．4

21．4

3．6

8。8

咄所〕C．CMvapl｛oB，　丁．納翻eBa，　BHe6夏o丑｝KeT貼le　cou”anbHbleΦo砿b玉：
BaPMaHTb玉PeΦol）M｝五poBaHHfi，　　《し｛enoBeK　H　Tpy双》　，　　1995，　Nα5，　cTp．　31．

　「予算外社会的フォンド」は、年金、社会保険、医療保険、雇粥の4つの分野での財政保障の

ために、作られたものであるが、その運硝の仕方にも問題があった（20）。最近の税制改革の議論

のなかで、祉会保険、医療保険、雇用、3つの分野の財源を統合し、「社会税」　（CouxanbHblit

i｛anor）として徴収することが、提案されている（21）。もっとも、保険原理にもとつく「予算外社

会的フォンド」と納税者の負撫でまかなわれるY社会税」とは、基本的に性格の違うものである

という批甥もある（22）。

　1992－1994年の時期に、全体の国家支出に占める社会的支出の比重は、優先的に強化されてき

た。それと岡目毒に、社会的プログラムの効率向上は、第二義酌な状況におかれてきた㈱）。不必
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要な支出削減が提案されている。しかしながら、確かに祉会敬策における不必要な支出の肖鍼は、

不可欠であると考えられるものの、必要最低生活保障ができないような状況を改善し、「貧困化」

の状況から脱錦するためには、社会致策に対する一・定の支出は避けられない。ロシアの経済状況

の全体的な悪化のもとで、社会政策に対する十分な財致保障をおこなうのは、たしかに困難な課

題であるが、支出劇減を強行すれば、国民の反発をまねき、甫場経済化に対する国民の支持を失

う結果をもたらす。従って、社会政策の改革に薄する国鋭の側の反応も無視できない。また財政

における中央と地方の闘係も重視されなければならない。なぜならば、社会政策改革における主

体が中央から地方ヘシフトしてきている状況があるからである（2’f＞。

　このように、1991年から現在まで、「予箕外社会約フォンド」が「保険原理」によって、運粥

されてきたものの、来だ貧園救済に役立っまでには、発展していないのである。年金・桂会的手

当・医療・雇掲などの保障を「保険原理」に基づいて運用するか、Y租税原理」にもとついて運

用するかは、今後も重要な論点となるであろう。

　ただこのような財致保障の方向性を決定するのは幽筏であり、政策当局者の狭い澗害で決まる

ような政治状況は、ロシアの民主主義の遅れを表している。社会政策の改革を行うには、その主

体として、どのような階屠が担い手となるかが問題となるのである。っぎに、鮭会政策の担い手

としてどのような階1曹が生まれてきているのかをロシアの社会学の研究成果のなかから検討して

みることとする。

5．社会階層化と社会政策改革の主体

　以ヒのような社会政策の開題を解決し、改革を行うためには、挫会政策の改革の主体として、

どのような政治勢力が成熟し、どのような意思決定が行われるかが、方向性を定める重要な要照

となる。ここでは、Wシアの社会購贋化の閲題をとりあげ、祉会政策の改革主体として、どのよ

うな社会的勢力が成熟しっっあるかを、考察することとする。

　実際の致策決定にかかわる政治勢力の分析は、ここでの課題ではない。社会階暦の変動の現在

の状況とその変化の傾向を分析することによって、ヒで検討したような政策課題を遂行する主体

が、成長しっつあるのかどうかを考察することが、ここでの課題である。

　vaシアの教会階層化については、ザスラフスカヤを中心とする社会学者の研究がある。ここで

は、ザスラフスカヤの研究に基づいて、社会政策を行う際の「担い手」の状況を検討してみたい。

ザスラフスカヤは、現在のロシアの階層化の状況を、4っの階層に区分することによって、以下

のように特徴づけている（25）。

　一方で中問層の成長が見られるものの、社会の底辺層、貧園層が大半を占めている。富裕層、

中間層は箭場経済化に適応しているが、底辺層、貧困麟は適応できていない。

　貧困屠は、年金生活者、身体障害者、多児童塚族、不採算部門の労働者、科学・教育・文化・

芸術従事者などである。
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　このような社会階層化の進展によって、擁民の闘に甫場経済化に対する否定的な意識が生まれ

ている。適切な社会政策がとられることによって、飼罠生活のレベルを向上させることができな

ければ、現政権の存立基盤が危うくなる。

　このような状況に対して、政府は十分な社会政策の方向盤を承しているとは、訊、難い。さき

に検討したように、「年金悶題1への対応や貧幽救済にも問題があり、その財政保障となるべき

「予算外社会的フォンド」にも聞題があった。1992年から現在までの社会政策は、いわば一方で

「拙会主義」の社会保障の理念を崩しておきながら、実際には「上から」きわめて不十分な福祉

が、与えられてきたにすぎない。

　現在進行しっっある樵会階層化は、このような政府の態度変更を迫るものとなるであろう。し

かし、それが現実化するためには、社会の底辺層、貧困層のなかから、現状の変革を求める運勤

が、発展する必要があると思われる。そして、それを保障する艮主主義的な意思決定システムが、

形成されなければならないであろう。

　ロシアの甫場経済化は、「ノメンクラツーラ型」の艮営化という書葉がボすとおり挫会のピラ

ミッドの頂点の利益を軸に行われてきた。新しいタイプの実業家や中間層が一定成長してきてい

るとはいえ、社会の圧倒酌部分は、底辺層、貧幽層としてとり残されている。

　「発達した資本主義」繭では、戦後の経済成長のもとで、甫場原理の競争に敗れた者を生み出

すと岡時に、それを救済するシステムを発達させてきた。そして、それをささえたのは、「ナショ

ナル・ミニマム」を保障することを要求する国民の運動であった。いまロシアに求められている

のは、このような運動の高揚であり、ロシアの「貧困化」と社会階層化は、このような運動が発

生する客観的条件を作り出しているのである。

　問題は、新しく生まれた底辺層、貧困麟のなかからこのような運動の主体的な「握い一Xが育っ

てくるかどうかであり、現在の政治状況のなかでは、楽観的な展望を描くことはむずかしいが、

「新自由主義」的なモデルではなく、むしろ「社会民主主義」酌なモデルを志向する勢力が、成

長する可能性はあるといえよう。

　ただそれは、「西側」の社会民主主義とは、異なったものとなるかもしれない。また晒側」

の社会民主主義も、必ずしも理想的なシステムではなく、資本主義のもとでの矛盾を抱え込んだ

システムであり、ロシアの社会政策の改革のモデルとして適切かどうかは、…概に判断できない

が、現政権の「新自由主義」的致策へのアンチテーゼとなることは、言えるだろう。いずれにし

ても、社会政策の改革を「下から」支える主体の成熟が、望ましい改革を行うための不可欠の条

件となることは、まちがいない。

6．おわりに

　Wシアの体制転換と甫場経済化は、社会政策の分野においては、いわばパターナリズムから霞

由放任への転換であった。国家に対する依存体質から抜け出すことを意國して行われた「ショッ
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ク療法」は、住民の生活困難を増大させ、それに対応するための新たな社会政策の強化を要請し

ている。今後の社会政策の方向は、財源の確保のための新しい税の導入と、不合理な支出の削減

である。これは、ロシアの財政状況が厳しいなかでの政策の若干の路線転換であると見ることも

できる。

　この路線転換の背景には、政策体系そのものを合理的なものに改革しようとする意図があるこ

とは、言うまでもないが、もうひとっ重要な点として、社会階騨化の新たな展朋という事実も見

逃せない。エリツィン敵権の政治的ライバルである共産党は、新たな「貧困化」によって生まれ

た底辺層、貧困層を一定の支持基盤にしていると考えられるが、この党ですら旧ソビエト体舗へ

の後戻りができないことを認めている（26）。従って、政治的選択肢としての旧ソビエト体制への

回帰は、ありえない。

　いずれの政党が政権を担うにせよ、社会政策の分野での蔑主主義的な制度改革とそれを支える

「下から」の運動の必要性が、要請されていると書えよう（27）。

　社会政策の改革の展望は、パターナリズムからの脱却であると問時に、「新自虚主義」の名の

もとに福祉を切り捨ててきた現政権に対する批判勢力の成長にもとついて、国民が政府に甘える

ことなく、主体的に改革を進めることによって、真に鰯蔑のための改革となるであろうと思われ

るのである。
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T．　M．　3acJlaBcKa只，　CogHanh韮｛afi㏄pyKTypa　coBpeMeklHoro　poccli益cKoro　o6取ecTBa，　　《06環ecTBeHHble

HayKH睦cOBpe騒e｝｛H㏄Tb》　，1997，　No．2．

ザスラフスカヤは、窩裕願、中間麟、底辺層、貧困瀬の4つの階iifl区分を行い、1993－1995年のその比癩

を、1：24：68：7としている。ロシアにおける寓裕と貧鰭の年齢別・性溺特微は、高齢蒋と女性が貧困化し、

若年脳と男性が欝裕化するというコントラストを示している。

この点での、エリツィンとジュガーノブの政策レベルでの「接近」については、以下の文献を参照のこと。

溝端舵登史「ロシアにおける祉会・経済構造の変化と経済政策の選択」、Wシア・爽欧学会『mシア・爽

欧学会年報』、1997年4月、1996年版、第25母、31－47ページ。

芦田文夫氏は、ロシアの体覇転換の行方に対して、労働嶽の運動化・綴織化を重視されているが、筆者も

これとほぼ同じ考えを持っている。社会政策の分野においては、狭い意味での労働運動ばかりでなく、地

方財政当燭者をもまきこんだ「下から」の住民運動の組織化によって、政治的力関係を園斑本位のものに

してゆくことが、ロシアの社会政策を幾主的な方向で改革するうえで、璽要なものとなるであろうと思わ

れる。芦田文夫「mシアの体制転換と経済危機」、窪経済』、1997年、4月号、No．19．を参照。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1997．9．19受理）
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